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株主還元方針の変更に関するお知らせ 

当社は、2026 年５月 13 日開催の取締役会において、株主還元方針の変更について決議いたしましたので、

お知らせいたします。 

 

記 

 

１．株主還元方針の変更の内容 

変更前 変更後 

当社は持続的な成長を可能とする収益力の強化と

グローバル企業としての成長基盤を築き、企業価

値の向上に努めてまいります。 

株主の皆様への利益還元につきましては、経営の

重要課題と位置づけており、資本効率を意識する

とともに、財務体質の健全性を維持した上で、安

定的・継続的な配当を行うことを基本としており

ます。                     

この方針に基づき、連結純資産配当率（DOE）

3.0％を下限とし、連結配当性向 30％程度を目安と

して総合的に勘案していきたいと考えておりま

す。 

加えて、自己株式の取得につきましては、財務状

況や中長期的な資金需要を踏まえ、適宜実行して

まいります。 

当社は持続的な成長を可能とする収益力の強化と

グローバル企業としての成長基盤を築き、企業価

値の向上に努めてまいります。 

株主の皆様への利益還元につきましては、経営の

重要課題と位置づけており、資本効率を意識する

とともに、財務体質の健全性を維持した上で、安

定的・継続的な配当を行うことを基本としており

ます。  

この方針に基づき、配当については、連結純資産

配当率（DOE）4.0％を下限とし、連結配当性向

40％程度を目安として総合的に勘案していきたい

と考えております。 

加えて、自己株式の取得につきましては、財務状

況や中長期的な資金需要を踏まえ、適宜実行して

まいります。 

 

 

２． 変更の理由 

当社は、中長期的な企業価値の最大化に向け、成長投資と株主還元のバランスを重視するとともに、資本効

率の向上を重要な経営課題として位置づけております。このような方針のもと、近年の収益基盤の安定化およ

び財務状況を踏まえ、株主の皆様への利益還元を一層充実させる必要があると判断し、株主還元方針の見直し

を行いました。 

具体的には、資本効率をより意識した経営姿勢を明確にするため、配当については、連結純資産配当率

(DOE)の下限を 4.0％に引き上げ、連結配当性向 40％程度を目安として総合的に勘案していくこととしました。 

 

以上 


